（様式１）
令和　　年　　月　　日

[bookmark: _GoBack]企業版ふるさと納税マッチング支援業務委託に係る受託申込書

（宛先）
南知多町長 
（申込者）　
住所 〒 
商号又は名称 
代表者 職・氏名

企業版ふるさと納税マッチング支援業務委託の事業者の募集について、下記のとおり、関係書類を添えて申し込みます。
記
１．提出書類
企画提案書（任意様式）

２．委託料率の見積り
・委託料率は２０％（消費税及び地方消費税を除く）を上限とすること。
・条件により委託料率が異なる場合は、その旨を備考欄に追記し、その詳細を企画提案書にて示すこと。
	委託料率
	　　　　％
	備考欄
	



３．次年度以降における受託希望
[bookmark: _Hlk216890078]　　・次年度以降における本業務の受託希望の有無を選択すること。
　　・申込者が次年度以降の継続的な受託を希望する場合、募集要領に示す条件のもとで、次回以降の募集に当該申込者が申込みを行ったものとみなすとともに、当該申込者からの申込書類の提出を不要とする。
	次年度以降の受託希望
	希望する　・　希望しない



４．確認事項
　　・募集要領の「７．申込資格」に掲げる要件をすべて満たすことを確認し、以下の項目にチェック（☑）すること。
	□募集要領の「７．申込資格」に掲げる要件をすべて満たすことを確認した。



○申込資格（募集要領の「７．申込資格」）
本業務の申込資格は、次の各号に掲げる要件をすべて満たすこととする。 
（１）南知多町入札参加資格名簿に登録していること。 
（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。 
（３）南知多町建設工事等請負業者指名停止等取扱要領に基づき指名停止等の措置を受けていない者であること。 
（４）国税、都道府県税及び市町村税を滞納していない者であること。 
（５）南知多町暴力団排除条例（平成２３年７月５日条例第１０号）第２条第２号に該当しない者であること。 
（６）公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体又は公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体に属する者に該当しない者であること。 
（７）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定1 に基づき更生又は再生手続きをしていない法人であること。 
（８）本町との緊密な連絡調整が可能であること。



（担当者連絡先）
所 属 
氏 名 
電 話 
Ｅ-mail 

